
流通経済大学ハラスメントの防止等に関する指針 

(制定 平成11年６月１日) 

改正  平成19年６月19日 

改正 平成31年４月１日  

改正 令和３年４月１日  

 

１．目的 

  この指針は、流通経済大学(以下「本学」という)のすべての構成員が、ハラスメント

についての認識を深めるととも 

に、この未然防止に努めることにより、安全で快適な就労・修学上の環境を維持すること

を目的に定める。 

  

２．定義 

  この指針において「ハラスメント」とは、次に掲げる行為をいう。  

（１）セクシュアル・ハラスメント 

不適切な性的言動により、相手方に不快感や不利益を与え、又は個人の尊厳、人格若しく

は保護に値する法的利益を侵 

害すること。  

  

（２）アカデミック・ハラスメント 

教育研究の場において優越した地位にあることを利用して不適切で不当な言動を行い、こ

れによって相手に精神的・身 

体的苦痛を与えること、又は個人の尊厳、人格若しくは保護に値する法的利益を侵害する

こと。  

  

（３）パワー・ハラスメント 

職務上の地位や人間関係などの優位性を背景に、業務の適正な範囲を超えて、相手に精神

的・身体的苦痛を与えるこ 

と、又は個人の尊厳、人格若しくは保護に値する法的利益を侵害すること。  

  

（４）その他のハラスメント 

  前各号に掲げるもののほか、個人の尊厳、人格若しくは保護に値する法的利益を侵害

し、相手に不利益、不快感、脅 

威、屈辱感等を与えること。 
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３．適用範囲  

 この規則におけるハラスメントの相談及び解決手続については、次の範囲で適用する。  

（１）本学の構成員の相互間で生じたもの。 

（２）本学の構成員と学外者との間で生じたもの。但し、学外者とは、本学と教育・研究

上又は業務上の関連性のあるものを指す。 

  

４．禁止及び啓発 

（１）本学は、ハラスメントを差別、人権侵害として禁止するとともに、その防止のため

に教職員及び学生に対する啓発・指導を行う。 

（２）各部署の長は、所属の教職員を指導し、ハラスメントの防止に努めなければならな

い。 

  

５．ハラスメント防止対策委員会 

（１）本学は、ハラスメント問題に対処するため、ハラスメント防止対策委員会(以下

「対策委員会」という。)を設け、学生、教職員が常時、相談、助言、救済等が受けられ

るよう努める。 

（２）対策委員会は、申立てがあった場合には申立ての受理の適否、及びその他事案の解

決のために必要な事項につき審議する。 

（３）対策委員会は、委員長、委員及び相談員をもって構成する。 

（４）委員長は、教員のなかから学長が委嘱する。 

（５）委員は、教員５名(各学部１名)及び副学長、学長室長、学生相談室長、総務部長と

し、教員の委員は各学部長の推薦にもとづき学長が委嘱する。 

（６）委員長、委員の任期は２年とし、再任を妨げない。 

（７）原則として、対策委員会は、月１回開催するものとする。  

（８）対策委員会は、相談、救済にあたっては、当事者及び関係者のプライバシー保護に

十分配慮するとともに、知り得た秘密を厳守するものとする。 

（９）委員長は、必要に応じ対策委員会に委員、相談員以外に特定の専門的事項の審議を

するために学内の教職員、顧問弁護士、学内外の医師等の出席を求め意見を徴することが

できる。 

（10）委員長は、委員会の状況を適宜学長に報告するものとする。 

（11）委員長は、対策委員会において対処できないと判断した事案については、学長に対

し調査委員会の開催を要請するものとする。 

  

 

 

 



６．調査委員会 

（１）本学は、ハラスメント問題に関し、対策委員会において対処できないと判断された

場合に、学長から諮問を受けた事 

案の調査等にあたるための調査委員会を置く。 

（２）調査委員会は、当該事案に係る調査を迅速に行うよう努めなければならない。 

（３）調査委員会は、学長が委嘱する次の委員をもって構成する。 

ａ 大学協議会構成員のなかから ３名 

ｂ 対策委員会委員長 

ｃ 委員、相談員のなかから対策委員会委員長が推薦した者 ２名 

（４）学長は、必要に応じ、臨時委員を委嘱することができる。 

（５）調査委員会に幹事１名を置く。 

（６）調査委員会の委員長は、委員のなかから学長が委嘱する。 

（７）委員長は、必要に応じ調査委員会に委員以外に特定の専門的事項の審議をするため

に学内の教職員、顧問弁護士、学内外の医師等の出席を求め意見を徴することができる。 

（８）調査委員会は、必要により当該事案の関係者から事情を聴取することができる。 

（９）調査委員会は、学長から諮問された事案について事実関係の調査にあたり、その調

査報告書を作成し、調査結果及び対応方法について学長に答申する。 

（10）調査委員会は、調査にあたっては、当事者及びその関係者から公正な事情聴取を行

い、また必ず加害者に対する十分な弁明の機会を与えるものとし、事情聴取対象者のプラ

イバシーや名誉その他の人権を尊重するとともに、知り得た秘密を厳守するものとする。 

  

７．ハラスメントの相談及び解決の体制 

（１） ハラスメントに関する相談に対応するために、相談員を置く。  

（２）相談員は年齢、性別などのバランスに配慮しつつ、教員、職員各４名以上とし、学

長が委嘱する。  

（３）相談方法等は、本学ホームページへの掲載等の適切な方法により周知する。  

（４）相談員の任期は２年とし、再任を妨げない。  

（５）相談員は、相談を受けた場合には、その相談の内容を聴取し、当該状況の下で必要

な助言を行って相談者の支援に努め、当該相談についてのその後の可能な対応手続を説明

し、相談記録を作成したうえで、対策委員会委員長に報告する 

ものとする。  

（６）相談員は、相談にあたっては、当事者及び関係者のプライバシー保護に十分配慮す

るとともに、知り得た秘密を厳守するものとする。  

（７）相談員への相談だけでは問題の解決に至らない場合には、ハラスメントを受けたと

主張する当事者は、対策委員会委 

員長に対し、ハラスメント事案に関する解決手続を求める申立てを行うことができる。  



８．調査協力の拒否、虚偽申述等の禁止  

（１）本学の構成員は、防止対策委員会及び調査委員会からハラスメント行為に関する調

査の手続について協力を求められた場合には、これに応じなければならない。 

（２）本学の構成員は、ハラスメント行為に関する調査の手続を妨害又は調査の手続にお

いて虚偽の申述若しくは証言をしてはならない。 

  

９．不利益取扱いの禁止  

  本学及び本学の構成員は、ハラスメントに関する相談の申し出、当該相談に係る調査

への協力その他ハラスメントに関し正当な対応をした者に対し、そのことをもって不利益

な取扱いをしてはならない。 

  

10．措置 

  学長は、調査委員会の答申に基づき、行為者に対し、学則及び就業規則等に照らし、

必要に応じ教授会等の学内手続きを経て、必要な措置を厳正に講じる。 

  

11．事務局  

  ハラスメントの防止等に関する事務は、学長室がこれにあたる。  

  

12．この指針は、平成11年４月１日より施行する。 

13．この指針は、平成19年６月19日より施行する。 

14．この指針は、平成31年４月１日より施行する。  

15. この指針は、令和３年４月１日より施行する。 
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